
仙北市市民生活課 国民健康保険係　☎43-3316

国民健康保険からのお知らせ
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持
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所得 3 回目まで 4 回目以降区分
901 万円を超える ア 252,600円＋ (医療費 -842,000円 )× 1% 140,100円
600 万円を超え 901 万円以下 イ 167,400円＋ (医療費 -558,000円 )× 1% 93,000円
210 万円を超え 600 万円以下 ウ 80,100円＋ (医療費 -267,000円 )× 1% 44,400円
210万円以下（住民税非課税世帯を除く） エ 57,600円 44,400円
住民税非課税世帯 オ 35,400円 24,600円

70
歳
未
満
の
方

所得区分
3 回目まで 4 回目以降

外来＋入院（世帯単位）外来（個人単位）
現役並みⅢ（課税所得 690 万円以上） 252,600円＋ (医療費 -842,000円 )×1% 140,100円
現役並みⅡ（課税所得 380 万円以上） 167,400円＋ (医療費 -558,000円 )×1% 93,000円
現役並みⅠ（課税所得 145 万円以上） 80,100円＋ (医療費 -267,000円 )×1% 44,400円
一般（課税所得 145 万円未満など） 18,000円 57,600円 44,400円

低所得者Ⅱ 8,000円 24,600円 －
低所得者Ⅰ 8,000円 15,000円 －

70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
方
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医療費が高額になったときの自己負担限度額（月額）医療費が高額になったときの自己負担限度額（月額）

70 歳以上の方は、まず外来（個人単位）の限度額を適用した後、外来と入院を合わせた世帯単位の限度額を適用します。
※ 1　8 月～翌年 7 月の年間限度額は 144,000 円（一般、低所得者Ⅰ・Ⅱだった月の外来の合計の限度額です）

8 月からの自己負担限度額は昨年度と変わりありません8 月からの自己負担限度額は昨年度と変わりありません

　
国
民
健
康
保
険
税
は
、
世
帯
主
が
納
税
義
務
者
と
な

り
ま
す
（
地
方
税
法
第
７
０
３
条
の
4
）。

　
世
帯
単
位
で
計
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し
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送
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し
ま
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。

　
ま
た
、
世
帯
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が
国
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健
康
保
険
以
外
の
健
康

保
険
に
加
入
し
て
い
て
も
、
同
じ
世
帯
の
ど
な
た
か
が

国
民
健
康
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に
加
入
し
て
い
る
場
合
は
、
世
帯
主
が

納
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務
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と
な
り
、
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あ
て
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通
知
書
を

送
付
し
ま
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5
割
軽
減
の
基
準
が
5
千
円
、
２
割
軽
減
の
基
準
が
1
万
5
千

円
引
上
げ
に
な
り
ま
す
。
総
所
得
金
額
な
ど
が
所
定
の
金
額
以
下

の
場
合
、国
民
健
康
保
険
税
が
自
動
的
に
軽
減
（
減
額
）
さ
れ
ま
す
。

軽減の割合 国保加入者 ( ※擬制世帯主含む ) 全員の総所得金額などの合計

7 割 43万円＋10万円×（給与所得者などの数－１）

5 割 43万円＋29万円×被保険者数＋10万円×（給与所得者などの数－１）

2 割 43万円＋53万５千円×被保険者数＋10万円×（給与所得者などの数－１）

仙北市税務課  市民税係　☎43-1117
7 月は国民健康保険税の納税月です

市
税
の
納
付
は
口
座
振
替
が

便
利
で
お
す
す
め
で
す
！
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付
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す
め
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ま
す
。
手

続
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に
つ
い
て
は
取
扱
い
金
融
機
関
、
税
務
課

ま
た
は
角
館
・
西
木
市
民
セ
ン
タ
ー
へ
お
申
し

出
く
だ
さ
い
。
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送
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い
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す

令和5年度税率

医療分
国保加入者の医療費などにあてるため
の課税額

（すべての世帯が負担）

所得割率 6.80％
均等割額 18,000円
平等割額 17,000円

課税限度額 650,000円
後期高齢者支援金分

後期高齢者医療制度の医療費などに
あてるための課税額

（すべての世帯が負担）

所得割率 3.50％
均等割額 9,000円
平等割額 8,000円

課税限度額 220,000円
介護納付金分

介護保険制度の第２号被保険者とし
て納める課税額

（被保険者の中に 40 歳～ 64 歳まで
の方がいる世帯が負担）

所得割率 3.00％
均等割額 10,000円
平等割額 4,000円

課税限度額 170,000円

問合せ

国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
範
囲
が
変
わ
り
ま
す

国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
範
囲
が
変
わ
り
ま
す

※ 1�  軽減 ( 減額 ) されるのは【均等割額】および【平等割額】の部分です。
※ 2�  国保加入者数には、同じ世帯のなかで国民健康保険の被保険者から後期高齢者医療の

被保険者に移行した方を含みます。
※ 3�  国保に加入していない世帯主 ( 擬制世帯主 ) も、その所得は判定の対象となります。
※ 4�  給与所得者などの数とは次のいずれかの条件を満たす国保加入者（※擬制世帯主含む）

を指します。
　　・�給与収入額が、55 万円を超える方
　　・�公的年金などの収入額が、65 歳未満の場合は 60 万円を超える方、65 歳以上の場合

は 125 万円を超える方
※ 5�  65 歳以上の方は、公的年金所得から 15 万円を控除した額で計算します。
※ 6�  令和 5 年度市県民税未申告の場合は軽減 ( 減額 ) を受けられません。

　

加
入
の
届
出
が
遅
れ
る
と
、
国
民
健
康
保

険
税
は
国
保
加
入
資
格
を
得
た
月
ま
で
さ
か
の

ぼ
っ
て
納
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
、

被
保
険
者
証
が
な
い
た
め
、
そ
の
間
の
医
療
を

受
け
る
際
は
全
額
自
己
負
担
に
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
脱
退
の
届
出
が
遅
れ
る
と
、
国
民
健

康
保
険
税
と
社
会
保
険
な
ど
の
健
康
保
険
料
を

二
重
に
支
払
っ
て
し
ま
う
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　
加
入
・
脱
退
な
ど
の
手
続
き
が
済
ん
で
い
な

い
方
は
、
市
役
所
各
庁
舎
・
出
張
所
の
国
保
担

当
窓
口
で
お
早
め
に
手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
の
脱
退
・
加
入
の
手
続
き
は

国
民
健
康
保
険
の
脱
退
・
加
入
の
手
続
き
は

ご
自
身
で
行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

ご
自
身
で
行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

便利な ポイント
❶ 

納
め
忘
れ
が
な
い

　
納
期
限
日
に
自
動
的
に
引
き
落
と
し
ま
す

の
で
、
納
め
忘
れ
の
心
配
が
あ
り
ま
せ
ん
。

❷ 

手
間
が
か
か
ら
な
い

　
納
期
限
ご
と
に
金
融
機
関
な
ど
へ
出
向
く

必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。

❸ 

安
心
安
全

　
現
金
を
持
ち
歩
く
必
要
が
な
い
た
め
、
安
全

で
す
。

( 令和 4年度：28万 5千円）

(令和 4年度：52万円）
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対象者 対象内容 所得制限
【所得制限対象者】

乳幼児および
小・中学生 生まれた日から中学校修了年度の 3 月 31 日まで なし（区分わけのため所得確

認は必要）【父、母】

高校生など

15 歳の誕生日以降の最初の 4 月 1 日から 18 歳の
誕生日以降の最初の 3 月 31 日まで
▶�高校の在学は問いません。
▶�被用者保険本人を含む。

なし

ひ と り 親 家
庭の児童

・母子家庭、父子家庭の児童　・父母のいない児童
・�父または母が 1 ～ 2 級程度の身体障害者手帳な

どを持つ家庭の児童
▶ �18 歳の誕生日以降の最初の 3 月 31 日まで。
▶�被用者保険本人は該当しません。

あり
【父、母、扶養義務者】

重度心身障が
い（児）者

身体障害者手帳 1 ～ 3 級または療育手帳Ａを持っ
ている方

被用者保険本人のみあり
【本人、配偶者、扶養義務者】

高 齢 身 体 障
がい者

65 歳以上の身体障害者手帳 4 ～ 6 級を持っている方
▶被用者保険本人は該当しません。

あり
【本人、配偶者、扶養義務者】

　
福
祉
医
療
費
助
成
制
度
は
、
乳
幼
児
か
ら

中
学
生
ま
で
の
児
童
、
高
校
生
な
ど
、
ひ
と

り
親
家
庭
な
ど
の
児
童
、
高
齢
身
体
障
が
い

者
お
よ
び
重
度
心
身
障
が
い
（
児
）
者
の
心

身
の
健
康
保
持
と
生
活
の
安
定
を
図
る
た
め
、

医
療
費
の
保
険
適
用
分
の
自
己
負
担
相
当
額

を
助
成
す
る
制
度
で
す
。
こ
の
制
度
に
か
か

る
費
用
は
、
秋
田
県
と
仙
北
市
が
負
担
し
ま

す
。

福祉医療費受給者証の更新と交付のお知らせ
仙北市市民生活課 国民健康保険係　☎43-3316

期日 場所 時間

7 月 18 日㈫ 市役所神代出張所 9:00 ～ 19:00

7 月 19 日㈬ 市役所桧木内出張所 9:00 ～ 16:00

7 月 20 日㈭ 田沢湖総合開発センター 9:00 ～ 19:00

7 月 21 日㈮ 西木総合開発センター 9:00 ～ 16:00

7 月 22 日㈯ 市役所角館庁舎 9:00 ～ 16:00

　
次
に
該
当
す
る
場
合
は
届
出
が
必
要
で
す
。

　

 �

▼
健
康
保
険
証
が
変
わ
っ
た
と
き 

▼
住
所

や
氏
名
が
変
わ
っ
た
と
き 

▼
ひ
と
り
親
家

庭
で
は
な
く
な
っ
た
と
き
（
事
実
婚
を
含

む
） 

▼
転
出
、
死
亡
し
た
と
き 

▼
身
体
障

害
者
手
帳
、
療
育
手
帳
の
等
級
が
変
わ
っ

た
と
き 

▼
受
給
者
証
を
紛
失
、
汚
損
、
破

損
し
た
と
き 

▼
受
給
者
証
の
有
効
期
限
が

切
れ
た
と
き

　
健
康
保
険
証
、
身
体
障
害
者
手
帳
ま
た
は

療
育
手
帳
（
障
が
い
者
の
区
分
で
該
当
し
て

い
る
方
）、
受
給
者
証
、
本
人
確
認
書
類
（
運

転
免
許
証
な
ど
）
を
お
持
ち
の
う
え
、
お
近

く
の
市
役
所
各
庁
舎
・
各
出
張
所
の
国
保
担

当
窓
口
へ
届
出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　
福
祉
医
療
制
度
の
対
象
と
な
る
が
申
請
を
し
た
こ
と

が
な
い
、
受
給
者
証
の
有
効
期
限
が
7
月
31
日
ま
で
と

な
っ
て
い
る
の
に
7
月
中
に
更
新
の
通
知
が
届
か
な
い

な
ど
の
方
は
、
8
月
1
日
㈫
以
降
に
市
民
生
活
課
国
民

健
康
保
険
係
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問合せ

1 階  101・102 会議室 

　
現
在
、
受
給
者
証
を
お
持
ち
の
方
で

　
現
在
、
受
給
者
証
を
お
持
ち
の
方
で
更
新
が
必
要
な

更
新
が
必
要
な

方
に
方
に
、、
77
月
は
じ
め
に
申
請
書
を
同
封
し
た
通
知
を
お

月
は
じ
め
に
申
請
書
を
同
封
し
た
通
知
を
お

送
り
し
ま
す
。
ご
都
合
の
つ
く
会
場
で
手
続
き
を
行
っ

送
り
し
ま
す
。
ご
都
合
の
つ
く
会
場
で
手
続
き
を
行
っ

て
く
だ
さ
い
。

て
く
だ
さ
い
。

　
都
合
に
よ
り

　
都
合
に
よ
り
左左
記
日
程
で
更
新
・
交
付
手
続
き
が
で

記
日
程
で
更
新
・
交
付
手
続
き
が
で

き
な
い
方
は
、

き
な
い
方
は
、
77
月月
3131
日
㈪
以
降

日
㈪
以
降
に
角
館
庁
舎
の
市
民

に
角
館
庁
舎
の
市
民

生
活
課
国
民
健
康
保
険
係
（

生
活
課
国
民
健
康
保
険
係
（
44
番
窓
口
）
で
手
続
き
を

番
窓
口
）
で
手
続
き
を

行
っ
て
く
だ
さ
い
（

行
っ
て
く
だ
さ
い
（
77
月月
2424
日
㈪
～

日
㈪
～
2828
日
㈮
の
間
は
受

日
㈮
の
間
は
受

給
者
証
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん

給
者
証
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
）。）。

　
通
知
に
記
載
さ
れ
て
い
る
必
要
書
類
（
健
康
保
険
証

　
通
知
に
記
載
さ
れ
て
い
る
必
要
書
類
（
健
康
保
険
証

な
ど
）
は
必
ず
お
持
ち
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い
し
ま

な
ど
）
は
必
ず
お
持
ち
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い
し
ま

す
。
す
。
書
類
が
そ
ろ
っ
て
い
な
い
と
そ
の
場
で
の
交
付
が

書
類
が
そ
ろ
っ
て
い
な
い
と
そ
の
場
で
の
交
付
が

で
き
ま
せ
ん

で
き
ま
せ
ん
。。

▼ 更新日程

▼ 対象となる方

現
在
お
使
い
の
福
祉
医
療
費
受
給
者
証
は
、

現
在
お
使
い
の
福
祉
医
療
費
受
給
者
証
は
、
88
月月

11
日
か
ら
更
新
さ
れ
ま
す

日
か
ら
更
新
さ
れ
ま
す
（
一
部
受
給
者
を
除
く
）

（
一
部
受
給
者
を
除
く
）

福
祉
医
療
制
度
に
つ
い
て

福
祉
医
療
制
度
に
つ
い
て

福
祉
医
療
費
受
給
者
証
を
お
持
ち
の
方
へ

福
祉
医
療
費
受
給
者
証
を
お
持
ち
の
方
へ

―　介護保険事務所からのお知らせ　―

介護保険料 の納付について

▶ 介護保険事務所 保険給付班　☎0187-86-3911
▶ 仙北市長寿支援課　☎43-2281
▶ 仙北市包括支援センター　☎43-2283　

問合せ

　　　介護保険は介護を社会全体で支える制度であり、

国民年金保険料免除等の申請について
仙北市市民生活課 国民年金係　☎43-3316　大曲年金事務所　☎0187-63-2296問合せ

　

国
民
年
金
保
険
料
を
未
納
の
ま
ま

　

国
民
年
金
保
険
料
を
未
納
の
ま
ま

に
し
て
お
く
と
、
将
来
の
「
老
齢
基

に
し
て
お
く
と
、
将
来
の
「
老
齢
基

礎
年
金
」
や
、
障
害
・
死
亡
と
い
っ

礎
年
金
」
や
、
障
害
・
死
亡
と
い
っ

た
不
測
の
事
態
が
生
じ
た
と
き
の「
障

た
不
測
の
事
態
が
生
じ
た
と
き
の「
障

害
基
礎
年
金
」・「
遺
族
基
礎
年
金
」

害
基
礎
年
金
」・「
遺
族
基
礎
年
金
」

を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合

を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す
。

が
あ
り
ま
す
。  

　

経
済
的
な
理
由
な
ど
で
国
民
年
金

　

経
済
的
な
理
由
な
ど
で
国
民
年
金

保
険
料
を
納
付
す
る
こ
と
が
困
難
な

保
険
料
を
納
付
す
る
こ
と
が
困
難
な

場
合
に
は
、
保
険
料
の
納
付
が
免
除
・

場
合
に
は
、
保
険
料
の
納
付
が
免
除
・

猶
予
と
な
る
「
保
険
料
免
除
制
度
」

猶
予
と
な
る
「
保
険
料
免
除
制
度
」

や
「
若
年
者
（

や
「
若
年
者
（
5050
歳
未
満
）
納
付
猶

歳
未
満
）
納
付
猶

予
制
度
」
が
あ
り
ま
す
の
で
、
市
役

予
制
度
」
が
あ
り
ま
す
の
で
、
市
役

所
の
国
民
年
金
担
当
窓
口
か
年
金
事

所
の
国
民
年
金
担
当
窓
口
か
年
金
事

務
所
で
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

務
所
で
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

申
請
書
は
窓
口
に
備
え
付
け
て
あ
り

申
請
書
は
窓
口
に
備
え
付
け
て
あ
り

ま
す
。
郵
送
ま
た
は
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ま
す
。
郵
送
ま
た
は
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ル
を
利
用
し
た
電
子
申
請
も
で
き
ま

ル
を
利
用
し
た
電
子
申
請
も
で
き
ま

す
。
す
。

　

令
和
５
年
度
の
免
除
等
申
請
の
受

　

令
和
５
年
度
の
免
除
等
申
請
の
受

付
は
付
は
77
月月
11
日
か
ら
開
始
さ
れ
、

日
か
ら
開
始
さ
れ
、
77

月
分
か
ら
令
和
６
年

月
分
か
ら
令
和
６
年
66
月
分
ま
で
の

月
分
ま
で
の

期
間
を
対
象
と
し
て
審
査
を
行
い
ま

期
間
を
対
象
と
し
て
審
査
を
行
い
ま

す
。
ま
た
、
申
請
で
き
る
過
去
期
間

す
。
ま
た
、
申
請
で
き
る
過
去
期
間

に
つ
い
て
は
、

に
つ
い
て
は
、
22
年年
11
か
月
前
の
月

か
月
前
の
月

分
ま
で
で
す
。

分
ま
で
で
す
。  

　

免
除
さ
れ
た
期
間
が
あ
る
と
、
保

　

免
除
さ
れ
た
期
間
が
あ
る
と
、
保

険
料
を
全
額
納
付
し
た
と
き
に
比
べ
、

険
料
を
全
額
納
付
し
た
と
き
に
比
べ
、

将
来
受
け
取
る
年
金
額
が
少
な
く
な

将
来
受
け
取
る
年
金
額
が
少
な
く
な

り
ま
す
が
、

り
ま
す
が
、
1010
年
以
内
で
あ
れ
ば
後

年
以
内
で
あ
れ
ば
後

か
ら
納
め
る
こ
と
（
追
納
）
が
で
き

か
ら
納
め
る
こ
と
（
追
納
）
が
で
き

ま
す
。

ま
す
。

77
月月
11
日
か
ら
免
除
等
申
請
の

日
か
ら
免
除
等
申
請
の

　
　
　
　
受
付
が
開
始
さ
れ
ま
す

　
　
　
　
受
付
が
開
始
さ
れ
ま
す

　　　　　　　　　　　　　　　　保険料はこの制度を支える大切な財源です

介
護
保
険
料
額
の
お
知
ら
せ
は

介
護
保
険
料
額
の
お
知
ら
せ
は

　
　
　
　
77
月
中
旬
に
発
送
し
ま
す

月
中
旬
に
発
送
し
ま
す

　　

6565
歳
以
上
の
方
（
第
１
号
被
保

歳
以
上
の
方
（
第
１
号
被
保

険
者
）
の
介
護
保
険
料
は
所
得
や

険
者
）
の
介
護
保
険
料
は
所
得
や

住
民
税
課
税
状
況
に
よ
っ
て
決
定

住
民
税
課
税
状
況
に
よ
っ
て
決
定

し
（
表
参
照
）、
納
め
方
は
納
付
書

し
（
表
参
照
）、
納
め
方
は
納
付
書

や
口
座
振
替
で
納
め
る
普
通
徴
収

や
口
座
振
替
で
納
め
る
普
通
徴
収

と
年
金
か
ら
の
差
し
引
き
で
納
め

と
年
金
か
ら
の
差
し
引
き
で
納
め

る
特
別
徴
収
に
分
か
れ
ま
す
。
介

る
特
別
徴
収
に
分
か
れ
ま
す
。
介

護
保
険
料
額
の
お
知
ら
せ
は
７
月

護
保
険
料
額
の
お
知
ら
せ
は
７
月

中
旬
に
発
送
し
ま
す
。

中
旬
に
発
送
し
ま
す
。

　

な
お
、
第
１
段
階
か
ら
第
３
段

　

な
お
、
第
１
段
階
か
ら
第
３
段

階
の
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
つ
い

階
の
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
つ
い

て
は
、保
険
料
の
負
担
軽
減
を
行
っ

て
は
、保
険
料
の
負
担
軽
減
を
行
っ

て
い
ま
す
。

て
い
ま
す
。

 

普
通
徴
収 

　
７
月
中
旬
送
付
の
納
付
書
に
よ

　
７
月
中
旬
送
付
の
納
付
書
に
よ

り
納
め
ま
す
。
納
め
忘
れ
を
防
ぐ

り
納
め
ま
す
。
納
め
忘
れ
を
防
ぐ

た
め
、
口
座
振
替
の
利
用
を
お
す

た
め
、
口
座
振
替
の
利
用
を
お
す

す
め
し
ま
す
。

す
め
し
ま
す
。

※ �

普
通
徴
収
の
対
象
と
な
る
方
は
、

普
通
徴
収
の
対
象
と
な
る
方
は
、

年
金
の
年
額
が

年
金
の
年
額
が
1818
万
円
未
満
ま

万
円
未
満
ま

た
は
受
給
し
て
い
な
い
方
、

た
は
受
給
し
て
い
な
い
方
、
44

月月
11
日
の
時
点
で
年
金
を
受
け

日
の
時
点
で
年
金
を
受
け

て
い
な
い
方
、
令
和

て
い
な
い
方
、
令
和
55
年
度
中

年
度
中

にに
6565
歳
に
な
る
方
な
ど
で
す
。

歳
に
な
る
方
な
ど
で
す
。

 

特
別
徴
収 

　

年
金
支
給
月
（
偶
数
月
）
に
年

　

年
金
支
給
月
（
偶
数
月
）
に
年

金
か
ら
の
差
し
引
き
に
よ
る
納
付

金
か
ら
の
差
し
引
き
に
よ
る
納
付

と
な
り
ま
す
。

と
な
り
ま
す
。

段階 区分（令和 5 年度の住民税課税状況など） 保険料（年額）

第 1 段階
世帯全員が

住民税非課税

生活保護を受給している方
本人の前年の［合計所得金額 + 課税年金収入額］が 80 万円以下の方 24,120円 基準額× 0.3

第 2 段階 本人の前年の［合計所得金額 + 課税年金収入額］が 120 万円以下の方 30,150円 基準額× 0.375
第 3 段階 本人の前年の［合計所得金額 + 課税年金収入額］が 120 万円を超える方 56,280円 基準額× 0.7
第 4 段階 住民税課税世帯

（本人非課税）
本人の前年の［合計所得金額 + 課税年金収入額］が 80 万円以下の方 70,350円 基準額× 0.875

第 5 段階 本人の前年の［合計所得金額 + 課税年金収入額］が 80 万円を超える方 80,400円 基準額
第 6 段階

住民税課税世帯
（本人課税）

本人の前年の合計所得金額が 120 万円未満の方 100,500円 基準額× 1.25
第 7 段階 本人の前年の合計所得金額が 120 万円以上、210 万円未満の方 104,520円 基準額× 1.3
第 8 段階 本人の前年の合計所得金額が 210 万円以上、320 万円未満の方 120,600円 基準額× 1.5
第 9 段階 本人の前年の合計所得金額が 320 万円以上の方 140,700円 基準額× 1.75

　災害などの特別な事情により保険料を支払うこ
とが一時的に困難なときは、申請によって介護保
険料の減免または徴収猶予が認められる場合があ
ります。詳しくは、右記までお問い合わせください。
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